


（様式第３）
           令和　　年　　月　　日

観光地・観光産業における人材不足対策事業事務局　御中　　

補助事業者	所在地　
	名　称　
	代表者　
	施設名　

令和６年度地域における受入環境整備促進事業補助金
（観光地・観光産業における人材不足対策事業）交付決定の変更等申請書

交付決定のあった標記補助金について、観光地・観光産業における人材不足対策事業に関する交付規程第７条第１項の規定に基づき、下記のとおり変更したいので、申請する。

                                          記
1. 交付決定日
以下に交付決定通知書に記載の交付決定日を記載してください
令和　年　月　日

2. 申請番号
以下に交付決定通知書に記載の「K」から始まる計画・交付申請番号を記載してください
K

3. 変更事項及びその内容
以下に交付決定から変更する内容を記載してください。記載にあたっては、交付決定を受けた内容のうち、①何が変更となるのか（業者/金額/見積項目等）、②どのように変更になるのか（業者変更/費用の減少等）を数値や具体的な製品名を含めて具体的に記載してください
※抽象的な内容の記載は認められません


4. 変更を必要とする理由
以下に交付決定された内容から変更する理由を具体的に記載してください
3で記載した内容が複数ある場合には、項目ごとにそれぞれ変更理由を記載してください



5. 変更が補助事業に及ぼす影響
以下に本件の変更よって生じる影響を記載してください。記載にあたっては、影響の内容（総事業費が～円減額になる、補助金の額が~円減額になる等）を具体的に記載してください


6. 変更後の補助事業に要する経費、補助対象経費及び補助金の配分額
以下に変更が認められた場合の補助対象経費、補助金交付の申請額を記載してください
金額が変わらない場合は、交付決定を受けた金額をそのまま記載してください
変更後の補助対象経費	　　　　	円
変更後の補助金交付申請額	円
· 補助対象経費及び補助金交付申請額が増額となることは認められません

7. 別紙関係書類
添付のとおり

（注）中止又は廃止にあっては、中止又は廃止後の措置を含めてこの様式に準じて申請すること。
以上



（様式第３）
           令和　7年　XX月　XX日

観光地・観光産業における人材不足対策事業事務局　御中　　

補助事業者	所在地　東京都千代田区丸の内X-X-X
	名　称　株式会社丸の内XXXホテル
	代表者　代表取締役 XX XX
	施設名　丸の内XXXホテル

令和６年度地域における受入環境整備促進事業補助金
（観光地・観光産業における人材不足対策事業）交付決定の変更等申請書

交付決定のあった標記補助金について、観光地・観光産業における人材不足対策事業に関する交付規程第７条第１項の規定に基づき、下記のとおり変更したいので、申請する。

                                          記
1. 交付決定日
以下に交付決定通知書に記載の交付決定日を記載してください
令和7年XX月XX日

2. 申請番号
以下に交付決定通知書に記載の「K」から始まる計画・交付申請番号を記載してください
K00000

3. 変更事項及びその内容
以下に交付決定から変更する内容を記載してください。記載にあたっては、交付決定を受けた内容のうち、①何が変更となるのか（業者/金額/見積項目等）、②どのように変更になるのか（業者変更/費用の減少等）を数値や具体的な製品名を含めて具体的に記載してください
※抽象的な内容の記載は認められません
計画申請時に提出した見積書の中で以下の見積もり項目について、それぞれ金額が減少する。
　A.XXX自動チェックイン機 本体
	-変更前：3,000,000円（税抜）
　　-変更後：2,500,000円（税抜）
　B.XXX自動チェックイン機 設置費用
	-変更前：200,000円（税抜）
　　-変更後：100,000円（税抜）


4. 変更を必要とする理由
以下に交付決定された内容から変更する理由を具体的に記載してください
3で記載した内容が複数ある場合には、項目ごとにそれぞれ変更理由を記載してください
A. 交付決定通知を受け取った後に発注先業者と契約行為を行った際に、計画申請時に提出した見積書の取得時から出精値引きが発生し、計画申請時に提出した金額よりも費用が減少した。
B. 契約時に設置予定場所を発注先業者に確認してもらったところ、当初予定よりも簡易な作業で設置できることが判明し、設置費用が減額となった。

5. 変更が補助事業に及ぼす影響
以下に本件の変更よって生じる影響を記載してください。記載にあたっては、影響の内容（総事業費が～円減額になる、補助金の額が~円減額になる等）を具体的に記載してください
申請時に提出した総事業費、補助額が変更になる。見積書については別資料として提出する。
・総事業費
	-変更前：3,200,000円（税抜）
	-変更後：2,600,000円（税抜）
・補助金の額
	-変更前：1,600,000円（税抜）
	-変更後：1,300,000円（税抜）

6. 変更後の補助事業に要する経費、補助対象経費及び補助金の配分額
以下に変更が認められた場合の補助対象経費、補助金交付の申請額を記載してください
金額が変わらない場合は、交付決定を受けた金額をそのまま記載してください
変更後の補助対象経費	2,600,000円
変更後の補助金交付申請額 1,300,000円
· 補助対象経費及び補助金交付申請額が増額となることは認められません

7. 別紙関係書類
添付のとおり

（注）中止又は廃止にあっては、中止又は廃止後の措置を含めてこの様式に準じて申請すること。
以上

